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導入のステップ

Step1

Step2

Step3

Step4

Step5

Step6

Step7

初期段階での取組

基本調査，概略検討

事業性評価，事業化決定

事業計画の策定

発電所の建設

運転開始と維持管理

直
営
で
検
討

再
検
討

再
検
討

再
検
討

再
検
討

中
止
中
止
中
止
中
止

�候補地を探し，導入目的を明確にすることから
始まります

�候補地の基本調査や概略設計を行い，工事費，
発電量，電力の使途等から，発電設備の概要イ
メージをつくります

�概略検討の結果を基に経済性，環境への貢献
度，地域振興等の項目ごとの評価を行い，事業
化の可否を検討します

�設備実現に向け，許認可申請・協議を始めます
�Step2の段階から事前に調整しておくことで，より

スムーズに進められます

�発電所建設の全体スケジュールや資金調達計
画を策定します

�詳細設計（実施設計），発注準備を行います

�資機材手配や工事発注を行い，建設着手します
�竣工検査，通水試験を行い，機能確認します

�関係法令を正しく理解，解釈して運用します
�安全な運転と保守・維持管理に努めます

許認可申請 （事前協議）

並列並列並列並列

専
門
企
業
へ
外
注

直
営

も
し
く
は

外
注
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導入手順のはじめに

従来型の水力発電は
発電のために
新たに水を整備しました

マイクロ水力発電は
今ある水に後から
発電設備を付け加えます

有効落差(m)
使用水量(m3/s)

ローコスト

クリーン

発電所出力発電所出力発電所出力発電所出力(kW)(kW)(kW)(kW)
＝９．８×使用水量使用水量使用水量使用水量(m(m(m(m3333/s)/s)/s)/s)×有効落差有効落差有効落差有効落差(m)(m)(m)(m)×効率

水量と
落差

出力の大小にかかわらず
水力発電の出力を求める
方程式は同一
ポイントは「水量」と「落差」

二酸化炭素を排出しない，
純国産の再生可能エネルギー

環境貢献

得られる未利用エネルギーに
見合う，建設コストへダウン

関連産業
の振興

Step0
マイクロ水力発電の特徴
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設置イメージ（その１）
用水路設置イメージ自然河川設置イメージ

農業用水路などの落差工
の遊休落差を利用

砂防・治山えん堤など
で作られた遊休落差を

利用

上水道設置イメージ 下水道設置イメージ

上水道などの減圧弁
の余剰圧力を利用

下水道などの放流箇所の
遊休落差を利用

Step0

想定発電規模：50[kW]以上

想定発電規模：75[kW]以上

想定発電規模：30[kW]以上想定発電規模：30[kW]以上

資料提供：東京発電(株)
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水路直接設置イメージ水路に落差工や急流工
にある遊休落差を利用

Step0

想定発電規模：1[kW]以上

水路直接設置
イメージ

想定発電規模：0.2[kW]以上

マイクロ水力発電のうち，
10[kW]以下の領域では

日進月歩で新しい水車が
開発されています

水路直接設置
イメージ

想定発電規模：0.2[kW]以上

水路に落差工や急流工
にある遊休落差を利用

資料提供：東京発電(株)
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初期段階での取組

「よい水があるけれどマイクロ水力発電ができるの？」
「何から始めればいいの？」と漠然と考えている方に
導入検討の“最初の一歩”をどのように踏み出すのかを記載しました

• 一般的には河川，農業用水，上下水道等の水種を管理等している団体等が考えられます
• しかし，それらに限らず民間企業等でも可能です

• さらに，行政や地域住民，企業等が連携して検討し，役割分担を行うことで進むケースもあ
り得ますので，はじめは幅広い範囲で検討してみることもよいと思います

事業主体について

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

• 水力発電のポテンシャルは水量と落差で決まります
水の量が大きく，下流に大きな落差（勾配）で流れていくほど大きな発電量が見込まれま
す

• また，目的に合った発電量とのバランスを考えることも必要です
• 小水力発電事業の専門家に委託しなくても自分で簡易調査が可能であり、導入可能性の
大まかな目安をつかむことができます

候補地探しについて

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

Step1

• 分からないことや課題に直面した場合は，県の関係窓口や専門企業に相談することもでき
ます

• 相談することで解決の糸口がつかめることがあります

課題に直面した際には

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト
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マイクロ水力発電は，
今ある水に潜んでいる
「未利用エネルギー」を
取り出す仕組みです

いま目の前にある水，
所有している水

その水に潜んでいる
「「「「未利用未利用未利用未利用エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー」」」」のののの大大大大きさきさきさきさを
確かめること，です

推進のための
第一歩は

その候補地点にある水を利用して

●マイクロ水力発電が実現できるか
●発電した電気でどんなことができるか

が分かります

発電ポテンシャルを
確かめることで

未利用エネルギー
の大きさを

『発電のポテンシャ
ル』と言います

発電ポテンシャル算出の基本を
理解して，概算値を求めます

『発電ポテンシャル』を確かめるには

１

２

水力発電のポテンシャルが，
どこに，どれくらいあるか

地点選定
のポイント

マイクロ水力発電の候補地点を探すには

Step1
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【どこに】
水が流れている状況により，
発電ポテンシャルが
潜んでいる地点が変わります。

【用水路や河川の場合】

【水を管路で送水している場合】 【湧水などの場合】

落差工，急流量の場合は上流の水
面と下流の水面の高低差が該当し
ます。勾配のある水路や，河川は，
勾配の始点から終点までの高低差
が該当します。

落 差 ：

当該水路を流れる水の量が該当し
ます。

流 量 ：

当該管路のバルブの前後の圧力値
が該当します。(圧力差)

管路途中にバルブ等が無い場合，
当該管路上流の水槽水面から，管
路下流の水槽水面の高低差が該当
します。

落 差 ：

当該管路を流れる水の量が該当し
ます。

流 量 ：

湧水場所から水路などで低所に流
れている場所の高低差が該当します。
温泉水のように噴出していた場合，
噴出圧力が高低差に該当します。

落 差 ：

湧水量，噴出量が該当します。流 量 ：

Step1

地点毎の
流量と落差

資料提供：東京発電(株)

現地調査時にて撮影
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○ 流量資料（測定データ）があれば，それが利用できます。（長い期間のデータで
あるほど，信頼性は向上します。）

○ 資料がない場合は，現地で測定する必要があります。

○ 簡易に流量を測定する方法
うき（落ち葉等浮かぶ物）を流して流速を計り，流路断面と掛け合わせることで，
その瞬間の流量を知ることができます。 ただし，水深が浅い場合は誤差が大
きくなるので，注意が必要です。

○ 季節あるいは時間によって流量の変動が大きくなるような場合は，水車選定に
大きな影響を及ぼしますので，慎重に調査する必要があります。

流量データ
の確認

○ 落差は，取水口（上流）水面の高さと放水口（下流）水面の高さの「差」を指しま
す。

○ 水流が取水口から放水口を出るまでの間に，
摩擦や屈曲，断面変化により損失水頭（落差）
が発生しますが，落差から損失落差を引いた
物を「有効落差」といいます。（※損失水頭は場合に
より変化しますが，概算平均で５～３０％ほど減少します）

○ 落差は，図面や水準測量などにより測定できます。
損失落差（水頭）は，計算により算出します。

○ 水道発電のように，圧力管路で送水している場合は，水車設置位置近傍で水
圧を測定すれば，その値が有効落差になります。

落差データ
の確認

Step1

損失（送水管）

上水面

下水面

落差

有効落差
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【どれくらい】
発電のポテンシャルは，
その地点を流れる水の
『『『『流量流量流量流量』』』』と『『『『落差落差落差落差』』』』で
決まります

0.5 1 1.5 2 3 4 5
0.1 0.2 0.5 0.8 1.1 1.7 2.3 2.9
0.2 0.5 1.1 1.7 2.3 3.5 4.7 5.8
0.3 0.8 1.7 2.6 3.5 5.2 7.0 8.8
0.4 1.1 2.3 3.5 4.7 7.0 9.4 11.7
0.5 1.4 2.9 4.4 5.8 8.8 11.7 14.7
0.7 2.0 4.1 6.1 8.2 12.3 16.4 20.5
1.0 2.9 5.8 8.8 11.7 17.6 23.5 29.4
1.5 4.4 8.8 13.2 17.6 26.4 35.2 44.1
2.0 5.8 11.7 17.6 23.5 35.2 47.0 58.8
3.0 8.8 17.6 26.4 35.2 52.9 70.5 88.2
4.0 11.7 23.5 35.2 47.0 70.5 94.0 117.6

総合効率 0.6 と仮定して試算

流
量
　
[m
3
/
s]

有効落差　[m]

流量と落差から
得られる

発電量[kW]一覧

（参考）

発電ポテンシャルを
おおまかに把握する
ための目安です。

総合効率は，水車や
発電機の型式により
異なります
（詳しくは後述）

ここで ＰＰＰＰ ： 発電できる電力で，単位は[kW]

９．８ ： 定数（重力加速度）
ＱＱＱＱ ： 水車を通過する流量で，単位は[m3/s]

ＨＨＨＨ ： 有効落差（上下流水面の高低差から機器損失等を
差し引いた落差）で，単位は[m]

ηηηη ： 水車と発電機の総合効率で，通常は 0.5～0.7程度

ＰＰＰＰ ＝＝＝＝ ９９９９．．．．８８８８ ×××× ＱＱＱＱ ×××× ＨＨＨＨ ×××× ηηηη

発電機出力

計算式

※例えば， 流量1.0[m3/s]・落差1.5[m]の水が持つ発電のポテンシャルは
上記式から 9.8×1.0[m3/s]×1.5[m]×0.6 = 8.8[kW] となります。

Step1
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想定稼動年数：１０年として
○電力会社に１０年間支払う額と
○対応マイクロ水力発電設備
建設費の比較

利益追求，街おこし等，マイクロ水力発電設備
導入の目的の明確化が次のステップです

収入増
売電

電気代
削減
自家消費

環境貢献
地球温暖化
防止

未利用エネルギーを活用したマイクロ水力発電

電力利用のニーズから，目指すマイクロ水力
発電の概要を決定する方法もあります

無電化地域にて
安価に電気柵を
設置したい

ニーズ 対応方法の考え方

マイクロ水力
発電導入の
アクションへ

導入目的は，
これ以降，
様々な判断の
局面で
利活用される
ものです

導入のために
まず，決める
ことです

目的に
沿った
推進

Step1
導入目的の確立

地域振興
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役割分担について

マイクロ水力発電設備を導入するためには数多くのステップがあります。
役割分担をはっきりさせ，それぞれの持ち分をしっかり推進させる必要があります

専門性専門性専門性専門性がががが高高高高くなるくなるくなるくなる領域領域領域領域

できないことは
民間企業へ外注するなど
工夫が必要です

初期段階での取組

基本調査，概略検討

事業性評価，事業化決定

事業計画の策定

許認可申請（事前協議）

並列並列並列並列

Step1

Step2

Step3

Step4

Step5

候補地探候補地探候補地探候補地探しししし
ポテンシャルポテンシャルポテンシャルポテンシャル確認確認確認確認
導入目的確立導入目的確立導入目的確立導入目的確立

基本調査基本調査基本調査基本調査
概略検討概略検討概略検討概略検討

経済性評価経済性評価経済性評価経済性評価
そのそのそのその他評価他評価他評価他評価
事業化可否判断事業化可否判断事業化可否判断事業化可否判断

河川法河川法河川法河川法
電気事業法電気事業法電気事業法電気事業法
系統連系他系統連系他系統連系他系統連系他

スケジュールスケジュールスケジュールスケジュール立案立案立案立案
詳細設計詳細設計詳細設計詳細設計
資材手配資材手配資材手配資材手配（（（（発注発注発注発注））））
許認可取得許認可取得許認可取得許認可取得

水管理者水管理者水管理者水管理者がががが
自自自自らららら実践実践実践実践できるできるできるできる領域領域領域領域

わからないことは，
県の相談窓口や建設
コンサルタントなどに
訊き解決します

※マイクロ水力発電では，いかに低コストで各ステップを進めるかも重要な要因です

・・
・

現地調査時にて撮影
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マイクロ水力発電事業

資源
落差／水／土地

設備投資
資金調達

設備保有
資産管理

計画・設計
発電計画／経営計画

発電技術
電気／制御／土木

法務技術
電気事業法／河川法

建設工事
工事手配／工事監理

維持管理
運転／監視／保守

その他
補助金関連業務等

９つのアイテムを水管理者と相談しながら，どちらが分担するか決定して推進

⑨⑨⑨⑨

③③③③②②②②①①①①

⑥⑥⑥⑥

⑧⑧⑧⑧⑦⑦⑦⑦

⑤⑤⑤⑤④④④④

【参考】
民間企業で，マイクロ水力発電のトータルエンジニアリングを
請け負う“水力の専門企業”がいます
本モデルは，役割分担を明確にして，マイクロ水力発電所の
建設をサポートする仕組みです

水管理者の分担領域

専門とする企業（民間）の分担可能領域

本モデルでは，
②～⑨の全部を
請け負う方式から，
一部分のみを
外注する方式まで
サポートしています

※このようなビジネスモデルを持つ専門企業と役割分担することで，マイクロ水力発電の事業化が進めやすくなります
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基本調査，概略検討 Step2

導入地点を選
定するには，
次の点に注意
し，調査します

：

：

：

：

：

：

上流・下流への影響度， 塵芥の流下状況そ のそ のそ のそ の 他他他他□

既存電力系統（配電線）までの距離， 配電電圧既 存 電 力 系 統既 存 電 力 系 統既 存 電 力 系 統既 存 電 力 系 統□

工事や維持管理のためのアクセス道路の有無接 道 状 況接 道 状 況接 道 状 況接 道 状 況□

設備設置スペース， 工事用スペース，
周辺環境（住宅地への騒音の影響，景観，生態系…）

立 地 環 境立 地 環 境立 地 環 境立 地 環 境□

河川法，

自然公園法，自然環境保護法，国有林野法，砂防法等

関 連 法 規 制関 連 法 規 制関 連 法 規 制関 連 法 規 制□

落差， 流量， （流水利用型の場合は流速）発電発電発電発電ポテンシャルポテンシャルポテンシャルポテンシャル□
チェックチェックチェックチェック
リストリストリストリスト

マイクロ水力発電に適している地点とは

●適度な『流量』と『落差』がある
（適切な発電ポテンシャルを有している）

●流量の変動が少ない （変動無しなら尚良い）

●その他，様々な確認事項があります
下記，チェックリストを使って確認します。

推進推進推進推進にはにはにはには

１

２

導入可能地点の選定・基本調査
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○ 流量変化による発電電力量の変化
流量が変化すれば，当然発電電力量も変化します。一年を通じて
どのように水が流れているのか，しっかり知る必要があります。

○ 助成制度
どのような補助金制度があるのか把握しておく必要があります。

○ 水路を流れて来るゴミ等の対策
事前に除塵するのならば除塵設備が必要になります。
また，収集したゴミ等を処理する費用についても検討が必要です。

○ 積雪への影響
水路が開渠構造の場合，積雪による影響（水車へ雪の塊が進入す
ること等）がありますので，対策を検討する必要があります。

○ 各種協議，手続き
河川法や電気事業法の概要について把握しておく必要があります。

さらに注意
する点

概略設計での，
検討課題です。

手元にある資料を参考にしたり，
新たに調査したりして，
チェックリスト項目を
一つひとつ確認します

送水管

放水槽
減圧槽

上水槽

落差工

急流工

Step2

現地調査時にて撮影
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○ 電力会社への売電
� 環境価値を含めて売電

� 環境価値は残らない

� 売電単価： 平均 7.8円/kWh（現RPS法下）
� 全量買取制度へ移行した場合，売電単価は，
15円/kWhもしくは20円/kWhとなる模様

発電した電気の
使い方によって，
設備や収益が
変わります。

使途

○ 自家消費

� 電力会社の
電気代より安い電気の利用

� 環境価値は残る
PRに利用する or 金銭に変換する

� 電力会社電気代との差額分が電気代削減

Step2
発電した電気の行き先（電力の使途）について
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目星を付けた導入地点に対し，
事業を進めるかどうかを判断するために，
概略の検討（設計）を行います

Ⅰ. 資料掌握（流量データ，落差データ等の確認）
Ⅱ.基本事項の検討・設計

発電使用水量の検討
取水位，放水位（落差）の検討
水車発電機の選定
発電規模および電力量の検討
工事数量および事業費の概算

実際には
発電使用水量の検討
取水位，放水位（落差）の検討
水車発電機の選定

の３項目について，複合的に検討しながら決定します。

一年間を通じて取水で
きる水量を使用するか，
最大量とするか

水量の変化で変わる落
差を，どう捉えるか

敢えて小規模の設備を
選択することで，コスト
ダウンを実現するか

取水や放水を
どの地点とするか

Step2
概略検討（設計）

A

B

C

D

E

A

B

C
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○ 自然河川や湧水の場合は，
年間の流況を整理して最大流量から最小流量までを把握します。

○ 農業用水や上下水道の場合は，既存設備運用上で記録・保存されている流量
データがあれば，それを基礎資料として流況を把握します。

○ これらデータから，「最も頻度が高い流量域を最大使用水量とする」または
「流量変化がある場合は設備利用率を数案設定し，各案について発電電力量
と工事費を算出して良案を選択する」等を検討します。

最大使用
水量
の算定

○ 発電候補地点の流量･落差等に合わせ，効率を考慮した選定をします。
誤った選定は，効率の低下だけではなく，騒音や振動の原因にもなります。

○ 流量や落差はもちろんのこと，流量変動や設置地点の周辺環境，ゴミ･土砂の
流入による影響等様々な要素を考慮して総合的に検討する必要があります。

水車の
選定

○ マイクロ水力発電では，維持管理が容易な「交流発電機」を使用します。

○ 交流発電機には，同期発電機と誘導発電機の２種類があります。

○ 水車の回転速度や発電機の出力，系統連系の有無などから選定します。

発電機の
選定

Step2

A

C

C
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水車を選定す
る際には，
次の点に注意
します

：

：

：

：

：

：

：

：

：

許容できるゴミ・土砂の大きさは妥当か
（除塵施設・堆砂施設・土砂吐き施設等に影響）

ゴ ミゴ ミゴ ミゴ ミ ・・・・ 土 砂 流 入土 砂 流 入土 砂 流 入土 砂 流 入
に よ るに よ るに よ るに よ る 影 響影 響影 響影 響

□

発電機も含めた水車の費用は妥当か
（経済性評価に影響））

導 入 費 用導 入 費 用導 入 費 用導 入 費 用□

設置予定地点の空きスペース，地形，水路形状に
適応するか

ス ペ ー スス ペ ー スス ペ ー スス ペ ー ス ・・・・ 形 状形 状形 状形 状□

騒音，振動の発生はどの程度か
景観の要求を満たすか

周辺環境周辺環境周辺環境周辺環境へのへのへのへの影響影響影響影響□

耐用年数は妥当か
（経済性評価，補修費に影響）

耐 用 年 数耐 用 年 数耐 用 年 数耐 用 年 数□

メンテナンス・部品交換の頻度とその内容は妥当か
（維持管理費に影響）

管 理 方 法管 理 方 法管 理 方 法管 理 方 法□

未利用エネルギーを効率よく変換できるか水 車 効 率水 車 効 率水 車 効 率水 車 効 率□

変化する流量に，どの程度対応できるか適応可能適応可能適応可能適応可能なななな流量流量流量流量□

どのような落差に適した水車か適応可能適応可能適応可能適応可能なななな落差落差落差落差□

チェック
リスト

Step2

C
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概算で算出する場合

�水車発電機の総合効率と使用水量，有効落差から発電機出力を求めた後，
年間(365日×24時間＝8,760時間）の発電電力量[kWh]を算出します。

�点検，維持補修，事故による停止等を考慮して，稼動時間は一般的に広く
用いられる一ヶ月分のマイナス（8760[h]×11／12＝8030[h]）で推定します。

正確に算出する場合

�流況データ表および水車の効率カーブなどから，実際に発電される電力量
を算出します。

発電規模
発電電力量

の算定

概算算出例）

年間発電電力量 ＝ 発電出力Ｐ[kW] × ８,０３０[h]

発電出力 5[kW]の発電所の場合，想定される年間発電電力量は

年間発電電力量 ＝ ５[kW] × ８,０３０[h] ＝４０,１５０[kWh]

と算出されます。

Step2

D
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○ 水車発電機の型式決定で，導水路の有無や発電所レイアウトが決まります。
それにより工事計画が立案され，概算工事費の算定が可能になります。

○ 工事費は，工事会社からの聞き取り調査や，積算ハンドブック等を用いて算定
します。

○ 資機材代は，適正価格を知ることが難しいため，複数のメーカに問い合わせる
ことが大切です。

○ 電力会社と系統連系する場合は，電力会社との協議により設置が必要となる
「系統連系保護装置」の費用，および電力会社に支払う工事費用（工事負担
金）が発生しますので，注意が必要です。

概算工事
費(建設費)

の算定

土木工事費

電気工事費

機器据付費

送電線費(必要に応じて)

工事費

水車

発電機

制御装置(監視装置)

系統連系装置(必要に応じて）

機器費用
概算工事
費(建設費)

の内訳

Step2

E
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○ 発電所を運営する際にかかる費用を，事業費(支出額)として算定します。

○ 選定される水車や発電機によって，消耗品の交換等で計上する修繕費や修繕
積立金の金額は変化します。
製造業者からの見積だけではなく，メンテナンス業を請け負う企業等を含め
広く問い合わせて精度をあげるのが大切です。

○ 設備規模により，電気主任技術者の必要有無が左右します。
発電出力が，有無の境界上近辺にある場合は，敢えて出力を下げることで
電気主任技術者を不要として委託費を下げる手法もあります。

事業費
の算定

減価償却費 ： 会計処理

借入金返済費 ： 利息支払い

固定資産税 ： 民間事業者のみ適応

資本費

諸経費間接経費

人件費 ： 運営・管理者等

委託費 ： 電気主任技術者等手配等

修繕費 ： 消耗品交換等

修繕積立費 ： 大規模修繕に対する積立金

その他 ： 水利使用料他

直接経費

Step2

事業費
の内訳

E
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事業性（採算性）の評価

【 評価の確認項目 】
Ａ） 経済性 （単年度収支，投資回収年）
Ｂ） 二酸化炭素削減量 （系統電源との対比料）
Ｃ） 環境学習等に対する機会提供頻度
Ｄ） 観光等地域振興に対する影響
Ｅ） その他

概略検討の結果をもって，
マイクロ水力発電の
事業性(経済性）を評価し

ます

投資回収年
（目的年数内）

地域振興
環境貢献
地球温暖化
防止

経済性 （単年度収支の黒字化）

『導入の目的』により，
求める評価は様々です

導入目的に見合った評価項目で
評価することで，
正しく事業性を判断できます

Step3

• 経済性は重要ですが，導入目的が地域振興等の場合には，それがどれだけ達成さ
れるのかという視点も加え，総合的に判断することが重要です

• 経済性が悪い場合等で事業化が厳しい場合は，その要因を分析し，改善点や工夫
できることを考えることで，可能性が開けることがあります
あきらめずに再チャレンジできます

事業性の評価

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト
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Step3
経済性の考え方 単年度収支

【単年度収支＝収入額－支出額】

発電所建設(運転開始)後の各年度別の収支のことです

収入額：売電による売上額，または電気料金の節約額
支出額：発電所の運営管理の経費（事業費）

発電所の経済性を計る
指標として，単年度収支
を算出します

単年度収支
とは

○ 電力会社に売電している場合は，売電による売上額となります。
売電による売上額＝年間総発電電力量[kWh]×売電単価[円/kWh]

○ 自家消費している場合は，自家消費によって節約できた電気料金の相当額と
なります。
電気料金の節約額＝年間節約電力量[kWh]×電気料金[円/kWh]

収入額の
算出

≪参考≫

売電単価の動向
『全量買取制度』

○ 平成22年度より国の施策として「再生可能エネルギーの全量買取」制

度の検討されています

○ この制度が法制化されると，電力会社への売電単価が「一定期間」の
間「固定」されるので，収入見込が算出しやすくなります

○ 参考として，買取価格は15[円/kWh]もしくは20[円/kWh]，買取期間は
15年で検討されています

○ この制度の導入により，経済性の向上が見込まれます
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Step3
経済性の考え方 投資回収年

【投資回収年 】
単年度収支で積み上げられていく収支の累積額が，発電所建
設に要した投資額（建設事業費）を上回るのに要する年数のこと

※事業化の一つの指標として，発電事業者が設定した投資回収
年内にて，収支の累積額が建設事業費を上回る（建設費以上の
収益を得る）ことが挙げられます

発電所全体の経済性を
計るもう一つ指標として，
投資回収年を算出します

投資回収年
とは

○ 投資回収年の設定の目安には，以下のようなものがあります

�水車発電機の耐用年数 ： 20年

�全量買取制度における買取期間 ： 15年

�資金調達方法による設定 ： 種々

投資回収年
の設定

≪参考≫

建設事業費の削減

○ 建設事業費の削減で，一番効果のあるのは補助金を活用することです

○ 国では，農林水産省や環境省にて小水力発電事業で利用できる補助事
業を行っています

○ 県や一部市町村でも，類似の補助事業を行っています

○ 例えば，補助事業を活用することで建設費が半減すれば，投資回収年
も半減しますので，経済性は大きく向上します
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導入の主目的

環境
貢献

発電
収益

産業
振興

マイクロ水力発電の事業実施の可否を決定します
■経済性を基本に導入目的の達成度も加え，総合的に判
断することが重要です

■事業化が難しい場合でも，その課題を洗い出して解決
の工夫をはかることで，可能性が開けることもあります

経済性 単年度収支
投資回収年

実施を決定

課題の洗出し
解決の工夫

事業化の
判断

Step3Step2

基本調査

概略検討

事業目的

経済性評価

その他評価

再検討再検討再検討再検討

一時中断一時中断一時中断一時中断

中止中止中止中止

事業実施（建設可否）の決定

県の相談窓口や
建設コンサルタ
ント等の活用

これ以降のステップでは専門性
が高くなるため，外部委託等の経
費が必要となります

Step3
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事業実施の可否決定について，以下の事例にて確認します
■急流工と落差工の２つを一体と見なして設計し，発電所を建設する事例です
■農業用水利用であり，単年度収支は黒字であるものの投資回収年を高める方法を工夫し，解決しています

事業実施（建設可否）の決定 事例での紹介

Step3

導入モデル地点
No.3（参考）

【発電計画】
使用水量：0.5[m3/s]～0.3[m3/s]
有効落差：落差10[m]に損失15%で8.5[m]

水車形式：パイプライン敷設でプロペラ水車

発電規模：29[kW]～17[kW]
年間発電電力量：176[MWh]

【費用想定】
想定工事費：約55百万円
年経費（支出額）：900千円

評価と
判断

事例

【年収入額】
全量買取制度：
（①買取価格20円/kWhとして）年間3,520千円
（②買取価格15円/kWhとして）年間2,640千円

【単年度収支】
①の場合： 2,620千円／ ②の場合： 1,740千円

【投資回収年】
①の場合： 21年 ／ ②の場合： 32年

投資回収年向上のため，
建設費削減を工夫

買取期間15年

以内にならず

建設費50%補助（農林水産省）を獲得補助金制度
を活用

【投資回収年の改善】
①①①①のののの場合場合場合場合：：：：11年年年年／②の場合：16年最終評価

事業化の可能性があります

資料提供：東京発電(株)

現地調査時にて撮影
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許認可申請（事前協議）

概略設計や詳細設計の途中で
暫定的にできあがった各資料を
持って，許認可各箇所との
事前協議に入ります。

河川法や電気事業法等の概要について把握しておく必要があります。

○ 河川法 ： 流水の占用の許可

� 協議（問い合わせ）先 ： 国土交通省の最寄り河川事務所（または県の河川担当部局）

� 発電使用水利の許可が必要か否かを「まず一番に」相談してみます
河川の種別によっては水利権管理が異なりますが，相談することで明確になります

○ 電気事業法 ： 工事計画届出書

� 協議先 ： 原子力安全・保安院の最寄り産業保安監督部

� 事業用電気工作物に該当する場合，工事着手の30日前までに届け出る必要があります

○ 電力会社 ： 系統連系協議

� 協議先 ： 電力会社の最寄り営業窓口

� 電力会社の系統に接続するためには事前協議と設備準備が必要です

○ 地点設備の管理者 ： 使用許可協議

� 協議先 ： 設備管理者（砂防ダム，多目的ダム，農業用水路等）

� 別に設備の管理者がいる場合には，使用許可をとる必要があります

事前協議と
申請手続き

Step4

許認可手続きにより，
スケジュールに大きく影
響する場合があります
ので，注意が必要です

Step4許認可申請は，
Step3～5の間

並列して作業します
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事業計画の策定 Step5

事業実施の決定を受け，
「事業スケジュール」「資金調達計画」を策
定します
また，詳細設計（実施設計）や許認可申請，
資機材の発注手配を行います

• 並列して進めていた許認可申請のスケジュールを踏まえた事業スケジュールを策
定します

• 補助金を利用する場合は，申請時期に合わせたスケジュールにする必要がありま
す

• 必要な許認可は，必要となる時期までに取得しておきます
• 資機材手配は，納期のかかるものが多いため，スケジュール調整が必須です

事業計画の策定

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

• 建設資金が，自己資金でまかなえない場合の資金調達については，自治体であれ
ば地方債起債が，民間であれば金融機関からの借入が一般的です

• 自治体の新しい資金調達の方法として，市民向けミニ公募債を実施する事例もあり
ます

資金調達計画

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト
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詳細設計で作成するものは，以下のとおりです

○ 予算設計書

�資機材材，工事費を詳細に積み上げて，建設予算を確定します
（系統連系関連の費用も漏れずに積算します）

○ 設計図面

�発電所の構造図および縦断面図
（許認可協議資料で使用するため，事前に作成済みの場合もあります）

○ 構造計算

�工作物の基礎の安定計算，鉄管の応力計算，水理計算等を行います
（許認可協議資料で使用するため，事前に作成済みの場合もあります）

○ 詳細工程表

�着工から竣工までバーチャートを引きます

○ 系統連系関連資料

�系統連系協議に必要となる資料（単線結線図等）を作成します

事業化の決断を受け，
事業実施のための詳細設計を
実施します。

詳細設計（実施設計）

Step5
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発電所の建設 Step6

• 各種法手続が完了し，許認可・同意を得たのち，現地工事に着手できま
す

• 工事が完了したら，性能確認試験を実施し，要求仕様を満足する性能が
あることを確認する必要があります

• 電力会社との系統連系がある場合には，電力会社立会によるつなぎ込み
を行います

建設工事の実施

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

○ 水を通さない状態での確認試験や，実際に水車に水を流した状態での実
試験などを行って，詳細設計で決定している要求仕様が満たされているの
かどうか，確認をします

○ 流況等諸条件によって実現できない試験がある場合は，協議のうえ対応
方法を決めます

性能確認
試験

○ 事前に実施しておいた系統連系協議に基づいて，電力会社の系統へつな
ぎ込みします （系統連系がある場合）

○ 電力会社との充分な調整が必要になります

系統連系
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運転開始と維持管理

○ 運転監視の仕方（方法）は，様々な方式があります。

○ 簡易な監視方式を採用すれば，

�監視装置にかかるコストは削減されます。

�トラブル発生時の対処が遅れ，事故が拡大する可能性があります

運転体制

電気工作物に関わる電気関係省令を理解し，正しい解釈を行い，
“合理的な”運用を行います。

○ 合理的な保守方式にすれば，保守費用は抑制されます。

○ しかし，経年劣化の発見が遅れたり，事故トラブルの波及により,

運転に悪影響を及ぼすことが考えられます。

○ 機器仕様と整合した保守を計画することが重要です。

保守体制

Step7

• 保守をきちんと行うことで，安定的，継続的な発電が維持されます
• 自分たちでできることは積極的に行うなどにより，コスト削減も可能です
• また地域住民や地元企業が参加することにより，地元での理解増進や
一層の普及につながる可能性があります

運転開始と維持管理

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

適切に保守するこ
とで，水車は数十
年という長寿命を
維持できます
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○ できるものは,自分達で実施します。
できないものや,誰かに頼んだほうが安上がりなものは外注します。

○ 効率的な運用を心がけることで，コストダウンが可能です。

○ 地元に慣れ親しまれるマイクロ水力として,みんなで管理(分業)します。

日常巡視
体制

○ 定例点検は，設備の健全性を維持することを目的に実施します
設備の種類によって定期的に保守する間隔は違いますが，一年に一回の
点検を実施することで，設備は長寿命化します

○ マイクロ水力は地元の企業でも直せる可能性のある設備です

○ 知見を持つ保守事業者（専門家）の意見を取り込むことで，低コストで長寿
命の機器運用が実現できます。

定例点検
トラブル
対応

持続可能な再生可能エネルギーの
利活用による，
エネルギーの地産地消
地球環境の保全 の実現へ

自分たちの発電所
という意識を大切に

Step7

資料提供：東京発電(株)
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スタートから 約１～３年

マイクロ水力発電所 実現までの道のり

Step0
Step2

基本調査
概略検討

Step3

事業性
評価

Step4

許認可
手続き

Step5

事業計画
の策定

Step6

発電所の
建設

Step7

運転開始
維持管理

Step1

初期の
取組

候
補
地
探
し

ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
確
認

導
入
目
的
確
立

基本調査

概略検討

可
否
判
断

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
化

資
金
調
達

詳
細
設
計

資
材
手
配

工事発注･着工

通水試験

竣工検査

運
転
保
守

許
認
可
取
得

スタート

安
定
運
用

そ
の
他
評
価

経
済
性
評
価

調整

再調査

戻る

戻る
戻る

戻る

農業用水路向け水車設置事例

直営で検討可能
（一部委託有）

発電所
完成

■マイクロ水力発電事業は，対象となる水を管理する団体等で実
現できますし，合意が得られれば民間企業でも可能です

■取組の第一歩は「候補地探し」と「導入目的の明確化」からです

約３ヶ月

約３ヶ月

約６ヶ月

約６ヶ月

約３ヶ月

※各Stepに記載した期間は，一般的な目安期間であって，諸処の事情により変化します

資料提供：東京発電(株)
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